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公益法人関連事業評価書（委託・推薦等に係る事務・事業）
平成１８年３月

評価対象（事業名） 言語聴覚士国家試験

言語聴覚士名簿の登録

担当部局・課 主管部局・課 医政局医事課

関係部局・課

１．事業の内容

( ) 関連する政策体系の施策目標1
番号

基本目標 １ 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進する

こと

施策目標 ２ 必要な医療従事者を確保するとともに、資質の向上を図ること

Ⅰ 今後の医療需要に見合った医療従事者の確保を図ること

( ) 事業の概要2
事業内容（委託・推薦）

言語聴覚士とは、厚生労働大臣の免許を受けて、言語聴覚士の名称を用いて、音声

機能、言語機能又は聴覚に障害のある者についてその機能の維持向上を図るため、言

語訓練その他の訓練、これに必要な検査及び助言、指導その他の援助を行うことを業

とする者であり、免許の取得に当たっては、言語聴覚士国家試験への合格及び言語聴

覚士名簿への登録が必要となっている。

また、当該試験の実施及び名簿の登録については、厚生労働大臣の指定を受けた法

。人に委託できることとしている

関連公益法人名

（財）医療研修推進財団

２．評 価

必要性、効率性、有効性等の分析

言語聴覚士の業務は、人の生命、身体の安全に関わる重要なものであることから、

資格の取得に当たって試験を課し、免許取得者について一定の資質を担保することが

必要である。

また、現在約 人の免許取得者の情報を一体的・効率的に管理する観点から、9,900
免許取得者の名簿を作成し、適正に管理していくことが必要である。

これらの事業については、高い公益性が求められるため、本来的には国が行うこと

が望ましいが、試験及び名簿登録をすべて国が実施することには相当程度の負担が伴

い、行政の効率化に反することから、公益性が高く、人員や組織の面で一定の要件を

満たす法人を厚生労働大臣が指定して当該事業を委託することにより、効率的な運営

が図られているところである。

（整理番号１－１５）
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（試験受験者数）

平成 年 約 人14 2,100
平成 年 約 人15 2,400
平成 年 約 人16 1,700

（年間名簿登録者数）

平成 年 約 人14 1,100
平成 年 約 人15 1,000
平成 年 約 人16 1,100

評価結果（事務・事業の必要性）

言語聴覚士に係る試験の実施及び名簿登録事業は、言語聴覚士制度の適正な運営の

ため、欠くことのできない必要なものであることから、当該事業は今後とも継続して

実施することとする。

また、当該事業を効率的に実施する観点から、引き続き、一定要件を満たす法人に

委託することとする。

３．特記事項

（整理番号１－１５）


